予　　算　　要　　求　　資

平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：保健予防費　目：成人病予防費
	事業名:がん検診推進費（がん診療連携拠点病院機能強化事業）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　健康福祉部　保健医療課　地域保健・健康増進担当　電話番号：058-272-1111（2539）
E-mail：mailto:c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：48,000千円（前年度予算額：48,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


  地域におけるがん診療連携の円滑な実施を図るとともに、質の高いがん医療の提供体制を確立するため、厚生労働大臣が指定する６つの地域がん診療連携拠点病院が行うがん医療の均てん化のための下記の取組に対し補助する。
・がん医療従事者研修事業　　　 　 

・がん診療情報ネットワーク事業　  

　・院内がん登録促進事業　　　　　

　・がん相談支援事業　　　　　　　

　・普及啓発・情報提供事業　　　　 

　・病理医養成等事業　　　　　　
　
地域がん診療連携拠点病院：岐阜県総合医療センター、岐阜市民病院、大垣市民病院、
　　　　　　　　　　　　　木沢記念病院、県立多治見病院、高山赤十字病院
（都道府県がん診療連携拠点病院：岐阜大学医学部附属病院→国直接補助）

	２　所要経費


　地域がん診療連携拠点病院への補助8,000（千円）×6病院＝48,000（千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	48,000
	24,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,000

	要求額
	48,000
	24,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,000

	決定額
	48,000
	24,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,000


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか。

各二次医療圏に１か所以上設置されているがん診療連携拠点病院を維持し、がん医療従事者の資質向上、病理医の養成、院内がん登録及び相談支援事業の実施、在宅緩和ケア体制の充実など機能強化を図ることにより、がん患者やその家族がその居住する地域にかかわらず等しく適切ながん医療や支援を受けられるようにします。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	がん診療連携拠点病院数
	０
（H17）
	１
（H18）
	７
（H19）
	７
（H24）
	７
(-)＊１
	１００％



＊1：制度が継続される以上、県拠点１病院、地域拠点病院を医療圏域に１～２病院計７病院を維持する

○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） がん医療従事者研修（７病院）

　　　医師に対する緩和ケア研修、薬剤師、看護師を対象とした専門研修、地域向け講演会等
（2） がん診療情報ネットワーク事業（１病院（岐大））
（3） 院内がん登録事業（７病院）9,066件（見込み）
（4） がん相談支援事業（７病院）5,969件（見込み）
（5） 普及啓発情報発信事業（７病院）
（6） 病理医養成事業（３病院（岐大、岐阜市民、県立多治見））
（７）在宅緩和ケア連携推進事業（１病院(岐大)）　


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

がん医療に携わる専門職が育成されたほか、がん登録によってがんの治療情報が分析された。また、がんに関する専門的な相談支援が実施され、患者の悩みや不安の解消が図られた。今後も、事業を継続し、がん診療連携拠点病院の機能強化を図る。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　がん診療連携拠点病院は、がん医療の中核をなすものである。３人に１人ががんで死亡し、２人に1人ががんにり患する現在においては、その機能強化は必要である。また、県土が広い岐阜県においては、医療圏域に１ヶ所以上のがん診療連携拠点病院の設置が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　人材育成、患者支援、がんの情報分析などは、がん対策において必須であり、これらが有効に実施されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　がん診療連携拠点病院はがん医療に関し専門性が高く、優れた人材が多くおり、自院の職員を講師とするなど効率的に実施されている。

また、医療圏域ごとに展開することにより、県内全体でのがん医療の均てん化が効率的に図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　がん診療連携拠点病院が地域のがん医療の中核病院となって、地域全体の底上げをしていくことが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後、がん患者が増え、そのニーズも多様となることが予測され、一層の機能強化が期待されるため、継続実施する。


